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九州大学受託研究規則

平成１６年度九大規則第９５号

施 行：平成１６年 ４月 １日

最終改正：令和 ６年 ３月２９日

（令和５年度九大規則第４４号）

（趣旨）

第１条 この規則は、九州大学（以下「本学」という。）における受託研究の実施に関し必要な

事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 受託研究 学術研究に従事する本学の職員が学外からの委託を受けて職務として行う研究

で、これに要する経費を委託しようとする者が負担するものをいう。

(2) 研究担当者 受託研究を実施する職員及び国又は独立行政法人との委託契約に係る研究に

おいて現に研究代表者として中心的な役割を担う大学院生をいう。

(3) 研究協力者 受託研究の実施に協力する研究担当者以外の学内者又は個人として参加する

学外者で、以下のいずれかの条件を満たす者

イ 知的財産基本法（平成１４年法律第１２２号）で定める知的財産のうち、発明、考案、

植物の新品種、意匠又は著作物を受託研究により創造する可能性がある者

ロ 受託研究契約書で定める秘密情報を保持する可能性がある者

ハ 受託研究の成果を外部へ公表する可能性がある者

(4) 部局 各研究院、基幹教育院、高等研究院、各附置研究所、カーボンニュートラル・エネ

ルギー国際研究所、病院、情報基盤研究開発センター、エネルギー研究教育機構、アジア・

オセアニア研究教育機構、各学内共同教育研究センター、学術研究・産学官連携本部、未来

社会デザイン統括本部、データ駆動イノベーション推進本部及び未来人材育成機構をいう。

(5) 部局長 前号に規定する部局の長をいう。

（委託の申請）

第３条 受託研究を委託しようとする者（以下「委託者」という。）は、原則として、研究開始

日の前日までに申請書を部局長に提出するものとする。

２ 次の各号に掲げる場合は、前項の規定による申請書の提出があったものとみなす。

(1) 委託者が行う公募等に本学の職員が採択された旨の通知があった場合

(2) 受託研究に関する誘引文書の送付があった場合

(3) 総長又は国立大学法人九州大学における財務及び会計に関する職務権限委任規程（平成２

３年度九大会規第３０号）第２条第１項に規定する特定契約担当者（以下「総長等」という。）

が特別に認めた場合

（受入れの決定）

第４条 部局長は、前条の申請があった場合には、当該受託研究の内容が本学の教育研究上有意

義であり、かつ、業務遂行上支障がないと認められるときに限り、受入れの決定を行うものと

する。

２ 部局長は、前項の受入れを決定したときは、総長等及び民間機関等の長にその旨を通知する

ものとする。

（契約の締結）
第５条 総長等は、前条第２項の通知に基づき、次に掲げる事項について委託者と受託研究に関

する契約（以下「受託契約」という。）を締結するものとする。

(1) 受託研究の目的及び内容

(2) 研究経費及びその内訳

(3) 受託研究の実施期間

(4) 第８条、第９条第２項、同条第３項、第１０条、第１３条及び第１４条に規定する事項

(5) その他受託研究の実施に関し必要な事項

２ 総長等は、委託者が希望する場合は、複数年度契約を締結することができるものとする。
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３ 総長等は、受託契約を締結したときは、部局長にその旨を報告するものとする。

（契約等の遵守）

第６条 研究担当者、研究協力者その他受託研究の実施に携わる者は、当該受託研究に係る受託

研究契約その他本学の関係規則等（以下「契約及び関係規則等」という。）を遵守しなければ

ならない。

２ 研究担当者の所属する部局長は、研究担当者が契約及び関係規則等に従って適正に受託研究

を実施するよう監督しなければならない。

（秘密保持）

第７条 研究担当者の所属する部局長は、受託研究の受入れに当たり、本学及び委託者が一方

又は双方に提供又は開示する、若しくは一方又は双方が知り得る秘密情報の秘密保持（以下「秘

密情報の秘密保持」という。）について、予め委託者と協議の上、その取扱いを定めることが

できるものとする。

２ 本学の研究担当者等は、必要な期間、その所属を離れた後も含め秘密情報の秘密保持の義

務を負うものとする。

（研究経費等）
第８条 委託者は、受託研究の実施に要する経費（以下「研究経費等」という。）として、当該
研究の遂行に必要となる経費及び研究担当者の本来の教育・研究業務の補完等に要する経費相
当額（以下「直接経費」という。）並びに当該研究の実施に伴う諸手続等に必要となる経費相
当額（各種競争的資金に係る間接経費又は企業会計における一般管理費に該当するものをいう。
以下「間接経費」という。）を負担するものとする。

２ 委託者は、受託契約に定める研究経費等を原則として当該受託研究の開始前に納付しなけれ
ばならない。この場合において、研究期間を複数期間に区分し、期間毎に当該期間に要する研
究経費等を分割して前納することができるものとする。

３ 前項の規定にかかわらず、別に定める場合においては、研究経費等を当該受託研究の開始日
以降に納付することができる。

４ 受託研究を完了し、又は受託研究を中止し、若しくはその期間を変更した場合において、

研究経費等の額に不用が生じ、かつ委託者より請求がある場合は、不用となった額の範囲内に

おいて、当該委託者との協議によりその全部又は一部を返還するものとする。ただし、委託者

からの申し出により中止する場合には、原則として研究経費等は返還しない。

（受託研究の中止等）

第９条 研究担当者は、当該受託研究を中止し、又は受託研究の期間を延長する必要が生じた

ときは、直ちに部局長にその旨を報告しなければならない。

２ 部局長は、前項の報告を受けた場合において、やむを得ないと認めるときは、委託者と協

議の上、当該受託研究を中止し、又は受託研究の期間を延長することができる。この場合にお

いて、部局長は総長等及び委託者にその旨を通知するものとする。

３ 第２項の中止又は期間の延長により委託者に生ずる一切の損害につき、本学は賠償の責を

負わないものとする。

（設備等の帰属）

第１０条 直接経費により取得した設備等は、本学に帰属するものとする。ただし、委託者が

国の機関若しくは政府関係機関又は地方公共団体の機関であるときは、設備等の全部又は一部

を返還することができる。

（進行状況の報告等）

第１１条 研究担当者は、研究期間中、必要に応じて委託者に進行状況について報告を行うと

ともに、進行計画その他について協議するものとする。

（受託研究の完了）

第１２条 研究担当者は、当該受託研究が完了したときは、部局長にその旨を報告するととも

に、当該受託研究実施中に得られた研究成果について報告書をまとめ、委託者に通知するもの

とする。

２ 部局長は、前項の報告を受けたときは、その旨を総長等に通知するものとする。

（研究成果の公表）
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第１３条 研究担当者は、原則として受託研究による研究成果を公表するものとする。ただし、

公表の時期及び方法については、第７条に規定する秘密情報の秘密保持の義務を遵守したうえ

で、かつ、知的財産の管理活用の妨げにならない範囲において、本学と委託者と協議の上定め

るものとする。

（知的財産の取扱い）

第１４条 受託研究の実施に伴い創出された知的財産の取扱いは、九州大学知的財産取扱規則（平

成１６年度九大規則第９３号）に規定するもののほか、本学と委託者の協議に基づく別の定め

による。

（組織対応型連携研究）

第１５条 組織対応型連携研究は、この規則に定めるもののほか、別に定める取扱い方針により

実施するものとする。

（受託研究実施者への支援）

第１５条の２ 本学は、受託研究推進のため、受託研究を実施する本学職員に対する報奨金の支

給その他の支援を行うことができる。

２ 前項の支援内容、その実施方法等については、別に定める。

（細則）

第１６条 この規則に定めるもののほか、受託研究の実施に関し必要な事項は、細則で定める。

附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則（平成１７年度九大規則第９４号）

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年度九大規則第３５号）

この規則は、平成１９年２月１日から施行する。

附 則（平成１８年度九大規則第１１７号）

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平成２１年度九大規則第６９号）

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年度九大規則第７１号）

この規則は、平成２２年１２月１日から施行する。

附 則（平成２３年度九大規則第４９号）

この規則は、平成２３年１０月１日から施行する。

附 則（平成２３年度九大規則第１４３号）

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年度九大規則第９０号）

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年度九大規則第１３５号）

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（平成２８年度九大規則第６１号）

この規則は、平成２８年１０月１日から施行する。

附 則（平成２９年度九大規則第３３号）

この規則は、平成２９年１１月１日から施行する。

附 則（平成２９年度九大規則第６３号）

この規則は、平成３０年２月１日から施行する。ただし、次のいずれかに該当する受託研究に

ついては、この規則による改正後の九州大学受託研究規則（以下「新規則」という。）第５条第

１項第２号、第６条第２項、第８条各項及び第１０条の規定にかかわらず、なお従前の例による。

(1) 平成３０年３月３１日までの間に研究が開始される受託研究

(2) 学術研究・産学官連携本部による管理・調整等がない受託研究で、平成３１年３月３１日

までの間に研究が開始されるもの（研究代表者から新規則により実施したい旨の申し出があ

った場合を除く。）
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附 則（平成３０年度九大規則第７８号）

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則（令和２年度九大規則第７０号）

この規則は、令和３年４月１日から施行する。

附 則（令和３年度九大規則第１２９号）

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和４年度九大規則第７号）

この規則は、令和４年７月１日から施行する。

附 則（令和４年度九大規則第８０号）

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

附 則（令和５年度九大規則第４４号）

この規則は、令和６年４月１日から施行する。


